
（安全ＰＴ第１０回会合（１７．７．６）
資料１０－４「犯罪に対する科学技術」より）
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（安全ＰＴ第１０回会合（１７．７．６） 資料１０－４「犯罪に対する科学技術」より）

（安全ＰＴ第１２回会合（１７．８．１８） 資料１２－４「情報セキュリティ関連分野の今後の方向」より）
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現状認識
安全・安心については、ニーズ志向で、成果目標の明確化とその着実な目標達成が重要であり、特に、技

術開発の期間短縮・早期実用化・制度化が求められる。このため、安全に資する科学技術の推進にあたって

は、個人・社会ニーズと技術シーズを効率的に結び付け、現場に役立つ技術を開発・実用化することが重要

であり、効果的な研究開発の組織・制度を構築する必要がある。

○ 横断的な問題解決を円滑に行える体制の構築 （産学官・府省連携強化）

○ 主体となる研究開発拠点の整備・拡充 （感染症・テロ対策関連施設・設備など）

○ 国際協力・ネットワークの活用方策 （米国、欧州、アジア諸国など）

○ 横断的な問題解決を円滑に行える体制の構築 （産学官・府省連携強化）
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戦略的に、

早期実用化・制度化に向けた

取組を重視
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企業・大学・研究機関

国民・社会ニーズ

基礎研究 マッチングマッチング
応用研究
技術開発

実用化開発

民間技術力
安全技術・汎用技術

国民・社会ニーズ 安全確保に関わる
現場活動に役立つ

技術開発・実用化を促進

導入活用 成果還元
技術
サイクル
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実施上の問題点の例

国民・社会ニーズ国民・社会ニーズ 技術シーズ技術シーズ

現場（ユーザー）が、装備資材の機能・性能を最大限に発揮させ、
国民・社会の安全を確保

現場に役立つ装備資材の
技術開発・実用化

結び付け
（マッチング）

①現場ニーズについて、どのように
掌握するか。

②掌握したニーズについて、どのよ
うな成果目標を設定するか。

③成果目標について、府省間で、ど
のように共有するか。

④成果目標の評価はどうするか。

⑧ 主体となる研究拠点の整備拡充
について、どう促進するか。

⑨ 早期実用化し、現場普及につい
て、如何に促進するか。

⑩ 装備資材の仕様・規格の共通化
を如何に確保するか。

⑥ 広範多岐にわたる技術シーズに
ついて、如何に整理・体系化し、
速やかにアクセスさせるか。

⑦ 守秘義務に対する認識を如何に
徹底させるか。

⑤ 実効ある仕組みの構築

フィードバック
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安全安心研究ユニットの活動（抄）

「シーズとニーズのマッチングに関する研究」

（平成17年度着手）

（（独）科学技術振興機構 社会技術研究開発センター）

関係省庁

大学、研究機関大学、研究機関
安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心研究センター安全・安心研究センター

研究者

Ａ大学

研究者

Ｂ研究所

ニーズ実現に必要な技術
スペックを分析・整理・総合化

関連専門家 ・・・・・

連
携

革新技術の応用可能性を
分析・整理・総合化

革新技術の発掘

ニーズ側への打診

ニーズ情報

ニーズ情報

ニーズ情報

革新技術の情報

革新技術の情報

革新技術の情報

「・・・・・が
できないか」

「こんな技術あるけど
何かに使えないか」 関係事業者

関係省庁

大学、研究機関大学、研究機関 安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心研究センター安全安心研究ユニット

研究者

Ａ大学

研究者

Ｂ研究所

研究者

Ｂ研究所

ニーズ実現に必要な技術
スペックを分析・整理・総合化

関連専門家 ・・・・・

連
携
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ニーズ情報

ニーズ情報
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革新技術の情報

「・・・・・が
できないか」

「こんな技術あるけど
何かに使えないか」 関係事業者

関係省庁

大学、研究機関大学、研究機関
安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心研究センター安全・安心研究センター

研究者

Ａ大学

研究者

Ｂ研究所

研究者

Ｂ研究所

ニーズ実現に必要な技術
スペックを分析・整理・総合化

関連専門家 ・・・・・

連
携

革新技術の応用可能性を
分析・整理・総合化

革新技術の発掘

ニーズ側への打診

ニーズ情報

ニーズ情報

ニーズ情報

革新技術の情報

革新技術の情報

革新技術の情報

「・・・・・が
できないか」

「こんな技術あるけど
何かに使えないか」 関係事業者

関係省庁

大学、研究機関大学、研究機関 安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心に係る
公的機関・事業者

安全・安心研究センター安全安心研究ユニット

研究者

Ａ大学

研究者

Ｂ研究所

研究者

Ｂ研究所

ニーズ実現に必要な技術
スペックを分析・整理・総合化

関連専門家 ・・・・・
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安全安心に関わる技術シーズと、

行政ニーズのマッチングを行い、

両者の対応付けに基づいて行政を

支援する方法論を構築する。

（（独）科学技術振興機構資料より）

「大学発事業創出実用化研究開発事業」

（平成14年度着手）
（（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ））

企業のニーズと大学のシーズをマッチング

産学連携による実用化開発を支援

研究分野の要件は、科学技術基本計画にお

いて示された重点化指針等に対応した、新

たな産業・雇用創出に資する技術課題で

あって、以下の８分野＊１

＊１： （「ライフサイエンス」、「情報通信」、「環境」、「ナノ

テクノロジー・材料」、「エネルギー」、「製造技術」、「社

会基盤」、「フロンティア」） （但し、ヒトクローン、経済産

業省所管以外の技術開発及び原子力に関する技術開発を除く） 。

（ＮＥＤＯ資料より）
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